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1週間物レポ⾦利

5会合連続の利下げ

トルコ⾦融政策（2020年1⽉）
0.75％ポイントの利下げを実施

2020年1⽉17⽇

トルコ中央銀⾏は1⽉16⽇（現地）、政策⾦利（1週間物レポ⾦利）を12.00％から11.25％に、0.75％
ポイント引き下げることを決定しました。市場ではある程度利下げが織り込まれていたことや、⾜元で利
下げは続いているものの、緩やかに⾏われていることを市場が好感したことなどから、発表後のトルコ・
リラは上昇しました。

前回の会合に引き続き、トルコ中央銀⾏が利下げを実施した背景には、今後インフレ率が鈍化するとみ
られていることやエルドアン⼤統領の利下げ圧⼒などが考えられます。また、トルコ・リラが安定して推
移していたこともあり、トルコ中央銀⾏が追加利下げを実施する環境が整っていました。

⾜元のトルコ⾦融市場は対⽶関係の動向に影響されています。2019年12⽉には、⽶国上院がトルコの
オスマン帝国時代のアルメニア⼈殺害を「⼤量虐殺」と認定する決議を⾏ったことに対してエルドアン⼤
統領が強く反発し、対⽶関係の悪化からトルコ資産が下落する局⾯もありました。2020年に⼊ると、⽶国
とイランの関係が悪化する中で、エルドアン⼤統領が緊張緩和に向けて努⼒すると演説したことを受けて、
⽶国との関係改善が期待されました。その後、⽶国とイランの衝突は回避され、また、⽶中通商協議が第
⼀弾合意に達したことも投資家のリスクセンチメント改善につながり、トルコ・リラは上昇しました。

今後も対⽶関係の動向にトルコ・リラが振らされる可能性があり、状況を注視する必要があります。た
だし、世界の多くの中央銀⾏が緩和的な政策を維持していることを背景に、相対的に⾦利の⾼い新興国市
場への資⾦流⼊が期待されることは、トルコ・リラを下⽀えすると考えています。
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（出所）ブルームバーグ

（2014年11⽉〜2019年12⽉）

インフレ率の推移政策⾦利の推移

（出所）ブルームバーグ

（2016年1⽉1⽇〜2020年1⽉16⽇）（％）
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